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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 8,003,624 9,126,773 9,861,290 10,271,759 －

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
413,670 586,098 △28,607 35,122 －

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
895,156 △1,305,501 △53,271 41,808 －

純資産額（千円） 3,059,651 1,752,481 1,698,585 1,740,264 －

総資産額（千円） 10,048,738 8,035,738 7,879,015 7,876,756 －

１株当たり純資産額（円） 641.27 367.57 356.44 365.25 －

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円）
187.59 △273.75 △11.18 8.77 －

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
－ － － － －

自己資本比率（％） 30.4 21.8 21.6 22.1 －

自己資本利益率（％） 34.5 － － 2.4 －

株価収益率（倍） 1.0 － － 17.8 －

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
403,310 405,387 112,893 △107,076 －

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
908,586 319,274 △11,160 △3,184 －

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,227,809 △668,001 △87,095 △4,829 －

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
102,675 159,336 173,974 58,883 －

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］

（人）

24

(－)

25

(－)

25

(－)

27

(－)

－

(－)

　（注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。

２．連結子会社であった株式会社ハマコーコーポレイションの清算結了に伴い、平成20年３月末日現在、子会社

がなくなりましたので、第62期より連結財務諸表を作成しておりません。

３．従業員数には、嘱託１名を含んでおります。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第59期及び第60期は、当期純損失のため自己資本利益率及び株価収益率は記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 7,974,117 9,090,855 9,861,290 10,271,759 10,614,973

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
428,233 590,462 △28,400 35,286 200,622

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
899,463 △1,305,486 △53,204 41,972 △1,478,644

持分法を適用した場合の投資

損益
－ － － － －

資本金（千円） 1,439,340 1,439,340 1,439,340 1,439,340 1,797,440

（発行済株式総数）（千株） (4,776) (4,776) (4,776) (4,776) (19,100)

純資産額（千円） 3,059,507 1,752,353 1,698,524 1,740,367 963,988

総資産額（千円） 9,942,988 8,026,612 7,879,010 7,876,915 5,524,547

１株当たり純資産額（円） 641.24 367.54 356.43 365.27 50.88

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円）
188.50 △273.75 △11.16 8.81 △308.37

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
－ － － － －

自己資本比率（％） 30.8 21.8 21.6 22.1 17.4

自己資本利益率（％） 34.7 － － 2.4 －

株価収益率（倍） 1.0 － － 17.7 －

配当性向（％） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ － － － △83,415

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ － － － 321,658

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ － － － 630,205

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
－ － － － 927,317

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］

（人）

23

(－)

24

(－)

25

(－)

27

(－)

27

(－)

　（注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。

２．持分法を適用した場合の当期純損益は、第58期から第61期は連結財務諸表を作成しているため、第62期は子

会社、関連会社がないため記載しておりません。

３．従業員数には、嘱託１名を含んでおります。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第59期、第60期及び第62期は、当期純損失のため自己資本利益率及び株価収益率は記載しておりません。

６．第62期は、平成20年３月31日付で、小野建株式会社に対して普通株式14,324千株の新株式発行による総額

716,200千円の第三者割当増資を実施したため、資本金及び発行済株式総数はともに増加しております。

７．第58期、第59期、第60期及び第61期は連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フ

ロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の

期末残高は記載しておりません。
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２【沿革】

　当社は、創業者である横浜茂雄が、昭和22年３月鋼材販売を目的として個人商店「大三商会」を創業し、昭和23年10

月横浜鋼業株式会社を設立したところにはじまります。

年月 事業内容

昭和23年10月 横浜鋼業株式会社を資本金50万円で設立し、平鋼・丸鋼・角鋼・形鋼等を主力取扱商品とした営

業を開始

昭和36年１月 大阪市西区九条南通２丁目612番地に本社ビル竣工

昭和42年４月 大阪市西区九条南通２丁目33番地を本社倉庫として取得

昭和44年３月 大阪市西区北境川町３丁目117番地１を境川倉庫として取得

昭和45年４月 経営合理化のため、コンピューターを導入

昭和47年11月 業容拡大のため、大阪市住吉区南港西３丁目８番地にスチールセンター及び事務所を竣工

昭和48年９月 経営合理化のため、本社と南港スチールセンターとのオンラインシステムを完成

昭和49年８月 石油類の販売と貨物取扱業を事業目的として浜鋼株式会社（㈱ハマコーコーポレイションに改

称）を資本金10万円で設立

昭和49年11月 倉庫設備拡充のため、大阪市住吉区南港西３丁目10番２に第１建材センターを竣工

業容拡大のため、石川県石川郡野々市町字野代町159番２に北陸営業所を新設

昭和50年８月 境川倉庫を閉鎖

昭和52年９月 業容拡大のため、大山運輸株式会社より大阪南港Ｄ－１号岸壁埠頭の専用使用権を取得

昭和55年３月 現本社ビルを竣工

昭和56年６月 倉庫設備拡充のため、大阪市住之江区南港南２丁目６番２号に第２建材センターを竣工

昭和59年10月 倉庫設備拡充のため、大阪市住之江区南港南３丁目５番32号の南港Ｄ岸壁施設「Ｄ－１号上屋」

を大阪市と賃借契約を締結

平成２年５月 本社倉庫と北陸営業所に切断機並びに開先機を導入、加工センターとして鋼材加工業務開始

平成２年12月 経営合理化のため、ＩＢＭ製「ＡＳ／400－Ｃ20システム」並びに「オンラインノートシステム」

を導入のうえ「在庫・出荷・販売・手形管理」をオンライン化し、営業活動及び大量事務処理能

力を大幅にレベルアップ

平成３年12月 業容拡大のため、大阪府堺市築港新町１丁５番７に堺スチールセンター用地を取得

資金調達のため、境川倉庫を売却

平成４年４月 営業部に営業第２部を新設し、屋外文字放送設備及びその他建材製品・特販製品の販売を開始

（平成８年３月屋外文字放送事業より撤退）

平成５年１月 倉庫設備並びに切断加工業務拡充のため、堺スチールセンターを竣工

平成５年２月 加工センターを閉鎖し、堺スチールセンターに整理統合

平成５年４月 北陸営業所を閉鎖し、堺スチールセンターに整理統合、同営業所を平成５年５月売却

平成５年９月 大阪南港Ｄ－１号岸壁埠頭の専用使用権を浜鋼運輸㈱（㈱ハマコーコーポレイションに改称）へ

譲渡し沿岸荷役業務を委託

平成６年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録銘柄として登録

平成８年３月 第１建材センター及び第２建材センターを売却

平成11年４月 ㈱ハマコーコーポレイションより切断加工業務を横浜鋼業株式会社に移管

平成13年５月 切断加工業務より撤退

平成14年１月 南港・堺スチールセンターの構内作業を協同運輸㈱に委託し、従業員を同社に移籍出向

平成16年１月 南港スチールセンターを売却し、堺スチールセンターに統合

平成16年３月 大阪東京海運事業協同組合に退会届を提出して受理され、㈱ハマコーコーポレイションは、沿岸荷

役業務より撤退

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年３月 ㈱ハマコーコーポレイションの営業活動を停止

平成20年３月 ㈱ハマコーコーポレイションの解散

平成20年３月 小野建㈱を割当先とした第三者割当による新株式発行により、資本金を17億9,744万円に増資
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３【事業の内容】

　当社が営んでいる主な事業内容は、鋼材の卸売及び加工販売であります。

　なお、平成20年３月11日付で当社子会社の株式会社ハマコーコーポレイションが清算結了したために、当社は非連

結会社となりました。

４【関係会社の状況】

(1）親会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有又は
被所有割合

（％）
関係内容

小野建㈱ 大分県大分市 3,358 鉄鋼商品の販売 所有　75.7

役員の兼任　　１名

鋼材等の売買取引あ

り。

(2）前期まで連結子会社でありました株式会社ハマコーコーポレイションは、平成20年３月11日をもって清算いたし

ました。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

部門の名称 従業員数（人）

鋼材事業 21

管理部門 6

合計 27

　（注）　従業員数は就業人員であります。

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

27 33.9 8.7 4,276,735

　（注）　平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、輸出の高い伸びに支えられて、企業収益は引き続き高水準を維持しておりまし

たが、サブプライムローン問題等による国際金融市場の動揺及び原料高に加え急激な円高の進行などにより先行き

に不透明感が感じられる中で推移いたしました。

　鉄鋼流通業界におきましては、建築基準法改正の影響による建築工事の発注遅れにより需要が大幅に低迷し、さら

にメーカー各社の原料高に伴う製品値上げにより、仕入価格が上昇するなど市場環境は厳しさを増しております。

　このような情勢のもと、当社におきましては、当社の物流拠点である堺スチールセンターをはじめとする固定資産

に関し、今期における減損処理が必要との判断にいたり、平成20年３月期において大幅な債務超過に陥らざるを得

ない見通しとなりました。そのため、当社は今後の事業継続に向けた強固な収益体質の確立と財務体質の抜本的な

改善を図るために、平成20年１月７日付で「私的整理に関するガイドライン」に基づく「事業再生計画」を策定

し、株主の皆様、お取引金融機関様及びお取引様の承認を得ました。その結果、平成20年３月31日付で小野建株式会

社に対し、第三者割当増資として総額716百万円の新株式発行の払込手続きを行ったと同時に、私的整理ガイドライ

ンに基づき、株式会社三菱東京UFJ銀行様及び伊藤忠丸紅テクノスチール株式会社様他２社より総額1,619百万円の

債務を免除していただきました。

　営業面におきましては、年度中盤までは、需要の低迷による販売数量の落ち込みにより収益は悪化傾向となりまし

たが、秋口からの原材料・スクラップの高騰を理由としたメーカーの大幅な鋼材価格の値上げに対し、当社も販売

価格への転嫁が徐々にでき始めたこと、及び小野建株式会社との提携による営業成績が早期に現れたため、当事業

年度における売上高は、10,614百万円（前期比3.3％増）となり、損益面では、営業利益331百万円（前期比113.8％

増）、経常利益200百万円（前期比468.6％増）となりましたが、固定資産の減損損失及び債務免除益の計上等によ

り、当期純損失は1,478百万円（前期は当期純利益41百万円）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、927百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純損失1,476百万円の計上に、減損損失3,132百万円、債務免除益

1,619百万円、売上債権の増加343百万円、たな卸資産の減少273百万円等により83百万円の資金の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、長期貸付金の回収による収入312百万円等により321百万円の資金の増加

となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減少額824百万円及び長期借入金の返済による支出2,253百

万円を計上した一方で、長期借入れによる収入3,005百万円及び増資による収入716百万円等により630百万円の資金

の増加となりました。

　なお、前事業年度においては、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており、単体のキャッシュ・フロー計算書

は作成しておりませんので、各キャッシュ・フローにおける前年対比は行っておりません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注実績

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　当事業年度における販売実績を部門別、品目別に示すと下記のとおりであります。

部門別 販売高（千円） 前年同期比（％）

鋼材部門

形鋼 6,790,542 101.1

棒鋼 2,604,145 111.0

加工製品 638,472 94.1

鋼板 581,812 109.9

合計 10,614,973 103.3

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含んでおりません。

２．主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありません。

３．鋼材部門において、当事業年度と前事業年度との平均単価の比較は次のとおりであります。

区　　　　分
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

増　　減

鋼材部門

平均仕入単価

（t/円）
70,818 77,060 6,242

平均販売単価

（t/円）
78,983 87,045 8,062
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３【対処すべき課題】

　建築基準法改正の影響による建築工事の発注遅れにより需要が大幅に低迷し、さらにメーカー各社の原材料高に伴

う製品値上げにより、弊社の仕入価格は上昇を余儀なくされました。このような中、当社は従来以上に小ロットの取扱

い及び配送頻度の増加等サービスの向上に努め、販売価格への転嫁を目指しましたが、いまだ十分な成果を上げるこ

とができない状況であります。

　このため、当社は、今後の事業継続に向けた強固な収益体質の確立と財務体質の抜本的な改善を図るために、平成20

年１月７日付で「私的整理に関するガイドライン」に基づく「事業再生計画」を策定いたしました。

　当社は、今後「事業再生計画」に基づき、目標の達成実現に向け、販売数量の確保と販売価格への転嫁に注力し、収益

力回復、財務内容改善を図るため、全役職員努力邁進いたす所存でございます。

 なお、事業再生計画に関する実施状況や重要な変更等につきましては、取締役会の決定後、四半期報告等にて直ちに

開示いたします。

　

［事業再生計画の骨子］

①緻密なマーケティング活動の強化

得意先別営業計画等、緻密なマーケティング活動により売上の増加を図ります。又、新規顧客の開拓も継続的

に実施いたします。さらに、当社がまだ取り組み始めて十分な効果が出ていない需要家への営業につき、親会

社からノウハウの指導を受け、当社営業社員の意識改革から取り組むことにより、営業力の更なる強化を

図ってまいります。

②在庫増加による機会損失の回避

在庫の回転期間を長期化することにより、従来、商品がなく注文を断っていたもの等、機会損失を回避するこ

とができ、これにより売上重量を増加させることを見込んでおります。

③コスト競争力の強化　

財務体質の健全化及び親会社の経営参画による信用力向上により、仕入先に対する交渉力が強化され、一定

の仕入値の低下を見込んでおります。又、信用力向上と輸送量の増加により、運送コストについても圧縮いた

します。

④遊休資産の売却　

事業に関連のない遊休資産を売却し、バランスシートのスリム化を推進します。

［事業再生計画の計数］

（収益計画） （単位：億円）

　
平成20年３月期

実績
平成21年３月期

見込
平成22年３月期

計画
平成23年３月期

計画

売上高 106 135 123 127

売上総利益 12 14 13 14

営業利益 3 4 4 4

経常利益 2 3 3 3

特別利益 16 － － －

特別損失 32 － － －

税引前当期純利益（△損失） △14 3 3 3

　①平成20年３月期は、原材料・スクラップの高騰による販売価格への転嫁及び小野建株式会社との提携による営業成果

が早期に現れたため、経常利益は増加しましたが、金融機関等の債務免除を受けた一方で、固定資産の減損会計を適用

したことにより、当期純損失を計上しました。

　②平成21年３月期以降は、前期までの負の遺産一掃、並びに経営努力が通期に渡り反映されることにより、黒字回復を想

定しております。
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４【事業等のリスク】

　当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）鋼材相場の変動について

　当社では鋼材全般を取り扱っておりますが、需給関係やメーカー側の経営戦略により鋼材自体の相場が著しく変

動し、相場の下落が収益に対して多大な影響を及ぼします。特に当社は在庫販売を主としているため市況の相場が

下落すれば、販売価格に対して在庫コストが割高となって採算性が悪化することになります。相場の下落が長期化、

深刻化した場合、当社の業績に大きな打撃を与える可能性があります。

(2）競合先について

　当社は、事業を展開する鋼材卸市場において競合する同業他社が多数あり、激しい競争にさらされております。

因って他社との競合上販売価格の引き下げを余儀なくされる場合があり、前述（１）の相場下落の長期化、深刻化

と重なった場合は、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3）売上債権回収について

　当社の販売先は大部分が多数の地方鋼材問屋でありますが、特に当社主要取扱商品たるＨ形鋼のエンドユーザー

である地方ゼネコンの業績は現状低迷しており、公共投資や民間設備投資需要の回復の遅れが続いた場合、販売先

の倒産等によって売上債権が回収不能になる危険性があります。大口の売上債権が回収不能となった場合、当社の

業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(4）物流コスト及び金融コストについて

　当社の事業を展開する上で、運送等の物流機能の充実が不可欠となります。なかでも運送費については過積載や排

ガスに対する安全面や環境面からの要請による法規制等の強化によって、運賃単価は上昇傾向にあります。又、場内

作業料も取扱重量単価の改定により、委託業者との契約更新時には増加する可能性があります。物流コストが急激

に増加した場合、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　なお、当社は、有利子負債が高水準にあり、将来それらの金利が急激に上昇した場合、当社の業績に悪影響を及ぼす

可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）財政状態の分析

①流動資産

　当事業年度末における流動資産の残高は、3,007百万円（前事業年度末は、2,082百万円）となり、924百万円増加

しました。これは、現金及び預金の増加（68百万円から927百万円へ858百万円増）が大きな要因で、新株式発行に

よる716百万円の第三者割当増資を実施したことによるものであります。

②固定資産

　当事業年度末における固定資産の残高は、2,516百万円（前事業年度末は、5,794百万円）となり、3,277百万円減少

しました。これは、主として減損損失を計上したこと等により、有形固定資産が3,240百万円減少したことによるも

のであります。

③流動負債

　当事業年度末における流動負債の残高は、2,727百万円（前事業年度末は、4,225百万円）となり、1,498百万円減少

しました。これは、主として金融機関等から債務免除を受けたことによって1,619百万円減少したことによるもの

であります。

④固定負債

　当事業年度末における固定負債の残高は、1,833百万円（前事業年度末は、1,910百万円）となり、77百万円減少し

ました。これは、主として金融機関の借入金を返済したこと等により、長期借入金が減少（1,897百万円から1,803

百万円へ93百万円減）したことによるものであります。

⑤純資産

　当事業年度末における純資産の残高は、963百万円（前事業年度末は、1,740百万円）となり、776百万円減少しま

した。これは、主として第三者割当増資により、資本金が358百万円、資本準備金が358百万円増加した一方で、当期

純損失1,478百万円を計上したこと等により利益剰余金が減少したことによるものであります。
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(2）経営成績の分析

①売上高

　売上高は、前事業年度に比べ3.3％増収の10,614百万円となりました。これは、棒鋼が11.0％増の2,604百万円と好

調に推移したためであります。

②売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は、売上の増加に伴い前事業年度から133百万円増加し、9,339百万円となりました。売上原価の売上高に

対する比率は1.6ポイント低下して88.0％となりました。これは、売上高の増加が仕入コストの増加を吸収したた

めであります。

　販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ33百万円増加し、944百万円となりました。これは、人件費で27百万

円増加したことが主な要因であります。

③営業利益

　営業利益は、主として売上高の増加、売上総利益率の改善により、前事業年度の154百万円に比べ113.8％増加し、

331百万円となりました。これは、形鋼をはじめとした鋼材商品の利益率の増加によります。

④営業外収益（費用）

　営業外収益（費用）は、前事業年度の119百万円の費用（純額）から、130百万円の費用（純額）となりました。

これは、主として借入金利及び割引金利が上昇したことにより、支払利息及び手形売却損が17百万円増加したた

めであります。

⑤特別利益（損失）

　特別利益（損失）は、前事業年度の８百万円の利益（純額）から1,677百万円の損失（純額）となりました。これ

は、当事業年度は、金融機関等からの債務免除益を1,619百万円計上した一方で、固定資産の減損損失を3,132百万

円計上したことによるものであります。

⑥税引前当期純利益

　税引前当期純利益は、以上の結果、前事業年度の43百万円の利益から1,520百万円減少し、1,476百万円の損失とな

りました。

⑦当期純利益

　当期純利益は、以上の結果、前事業年度の41百万円の利益から1,520百万円減少し、1,478百万円の損失となりまし

た。

(3）キャッシュ・フローの分析

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純損失1,476百万円の計上に、減損損失3,132百万円、債務免除益

1,619百万円、売上債権の増加343百万円、たな卸資産の減少273百万円等により83百万円の資金の減少となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、長期貸付金の回収による収入312百万円等により321百万円の資金の増加

となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減少額824百万円及び長期借入金の返済による支出2,253百

万円を計上した一方で、長期借入れによる収入3,005百万円及び増資による収入716百万円等により630百万円の資金

の増加となりました。

　これらの活動の結果、当事業年度における現金及び現金同等物の期末残高は、927百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　特記すべき事項はありません。

２【主要な設備の状況】

提出会社

　 (平成20年３月31日現在）

事業所
（所在地）

事業部門
設備の
内容

土地
建物

(千円)
構築物
(千円)

機械装置
(千円)

工具器具
及び備品

(千円)

投下資本
合計

(千円)

従業
員数
(人)

面積
（㎡）

金額
(千円)

堺スチールセンター

（堺市西区）
鋼材関連 倉庫 26,851 1,539,338 549,995 186,946 26,864 669 2,303,814 －

本社

（大阪市西区）

会社統括

業務

統括業

務施設
281 117,231 74,100 54 － 3,226 194,612 27

保養所等

（三重県津市他）
福利厚生

福利厚

生施設
2,090 371 598 － － － 969 －

合計 　 　 29,223 1,656,940 624,695 187,000 26,864 3,896 2,499,396 27

　（注）１．投下資本の額は、平成20年３月31日現在の有形固定資産の帳簿価額をもって示しており、単位未満を切捨てて

表示しております。

２．設備の状況に記載の金額には、消費税等は含んでおりません。

３．リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

ファックス・プリンター

（所有権移転外ファイナンス・

リース）

一式 ５年間 678 678

在庫システムソフト

（所有権移転外ファイナンス・

リース）

一式 ５年間 714 1,190

車両運搬具

（所有権移転外ファイナンス・

リース）

 台 ５年間 1,140 2,090

３【設備の新設、除却等の計画】

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,100,000

計 19,100,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,100,000 同左　 ジャスダック証券取引所

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式

計 19,100,000 同左　 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年６月29日

（注）１
－ 4,776,000 － 1,439,340 △985,950 360,000

平成20年３月31日

(注）２
14,324,000 19,100,000 358,100 1,797,440 358,100 718,100

　（注）１．資本準備金の減少は、定時株主総会の承認をもって欠損補填に充当したものであります。

２．発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、小野建株式会社に対して普通株式14,324,000株の新株式発

行による総額716,200千円の第三者割当増資を実施したことによるものであります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 11 39 2 － 675 730 －

所有株式数

（単元）
－ 181 91 15,448 28 － 3,323 19,071 29,000　

所有株式数の

割合（％）
－ 0.95 0.48 81.0 0.15 － 17.42 100 －

　（注）　自己株式152,402株は、「個人その他」に152単元、「単元未満株式の状況」に402株を含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小野建株式会社 北九州市小倉北区西港町12－１ 14,324 75.0

財団法人横浜記念金沢の文化

創生財団
石川県金沢市広坂１丁目１－１ 600 3.1

横浜　健 兵庫県西宮市 304 1.6

伊藤忠丸紅テクノスチール株

式会社
東京都千代田区大手町１丁目６－１ 123 0.6

横浜鋼業従業員持株会 大阪市西区九条南２丁目24－20 100 0.5

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 100 0.5

有地　壽雄 神戸市須磨区 95 0.5

株式会社藤木工務店 大阪市中央区備後町１－７－10 91 0.5

株式会社南商店 石川県金沢市京町25－15　 68 0.4

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 54 0.3

計 － 15,860 83.0

（注）１．前事業年度末現在、主要株主であった財団法人横浜記念金沢の文化創生財団は、当事業年度末では主要株主で

はなくなりました。

　　　２．前事業年度末現在、主要株主でなかった小野建株式会社は、当事業年度末では主要株主になっております。

　　　３．上記のほか、自己株式が152千株あります。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　  152,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,919,000 18,919 －

単元未満株式 普通株式     29,000 － －

発行済株式総数 19,100,000 － －

総株主の議決権 － 18,919 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

横浜鋼業株式会社
大阪市西区九条南

２丁目24番20号
152,000 － 152,000 0.8

計 － 152,000 － 152,000 0.8

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 141,034 13,934,464

当期間における取得自己株式 822 82,444

 （注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取　

　　　 りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他（単元未満株式の売渡請求による売渡） － － － －

保有自己株式数 152,402 － 153,224 －

 (注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

　　　取りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、長期的な観点に立って、事業収益の拡大と財務体質の強化を図りながら、株主尊重

を第一義と考え、安定した配当を継続することを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。

　当期におきましては、利益剰余金がマイナス1,535百万円のため、当期の配当につきましてはまことに遺憾ながら無配

とさせていただきました。

　今後は、経営環境の変化に対応しながら今まで以上に企業体質の強化、収益力の向上に努め、復配実現を目指したい

と考えております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 235 ※　517 347 270 294

最低（円） 33 ※　183 163 132 70

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第59期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。

（２）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 193 156 180 173 115 108

最低（円） 144 121 126 73 85 70
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５【役員の状況】

役員の主要略歴及び所有株数

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
　 伊藤　誠基 昭和26年５月13日生

昭和45年９月 小野建株式会社入社

平成16年１月 小倉支店鉄鋼部長

平成20年３月 当社代表取締役社長就任（現任）

（注）４ －

取締役会長 　 小野　哲司 昭和32年11月16日生

昭和55年４月 小野建株式会社入社

平成元年９月 取締役大分本店長

平成２年10月 取締役社長室長

平成３年４月 取締役管理統括本部長兼経理部長

平成７年６月 常務取締役管理統括本部長

平成15年６月 代表取締役専務管理統括本部長

平成18年４月 代表取締役専務

平成20年３月 当社取締役会長就任（現任）

他の法人等の代表状況

小野建株式会社　代表取締役専務

（注）４  －

取締役 管理部長 西村　健太郎 昭和27年４月８日生

昭和46年３月 当社入社

平成11年４月 当社営業第１部長

平成12年４月 当社営業管理部長

平成14年６月 当社取締役　営業管理部長

平成16年６月 当社取締役営業総括部長

平成20年３月 当社取締役管理部長就任（現任）

（注）４ 10

取締役 営業部長 横浜　健 昭和45年１月８日生

平成４年４月 住友商事株式会社入社

平成７年４月 当社入社

平成11年４月 当社営業本部副本部長

平成12年６月 当社取締役　営業本部副本部長

平成16年４月 当社代表取締役社長

平成20年３月 当社取締役営業部長就任（現任）

（注）４ 304

取締役 営業部長 宮野　将幸 昭和33年２月24日生 

 昭和52年４月 当社入社

平成10年７月 営業第３部副部長 

平成18年４月 営業本部部長

営業第３グループリーダー

堺スチールセンター長 

平成19年６月 当社取締役　堺スチールセンター長

平成20年３月 当社取締役営業部長就任（現任）

（注）４ 13

取締役 　 小野　剛 昭和55年３月17日生 

 平成15年４月 伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社入社

平成17年10月 小野建株式会社小倉支店入社

平成18年３月 大阪支店鉄鋼部

平成20年３月 当社取締役就任（現任）

（注）４ －

常勤監査役 　 黒石　英喜 昭和31年10月10日生

昭和55年９月 当社入社

平成11年４月 当社営業第２部長

平成14年６月 当社取締役　営業第２部長

平成16年６月 当社取締役堺スチールセンター長

平成18年６月 当社常勤監査役就任（現任）

（注）２ 13

監査役 　 今井　健雄 昭和31年９月17日生

昭和57年９月 佃会計事務所入所

昭和61年２月 税理士登録・個人開業

平成６年６月 当社監査役就任（現任）

（注）３ －

監査役 　 石井　義人 昭和34年４月22日生

昭和63年４月 弁護士登録

平成６年４月 石井義人法律事務所開設

平成16年６月 当社監査役就任（現任）

（注）５ －

計 340

　（注）１．　監査役今井健雄、石井義人の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　２．　平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　３．　平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　４．　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　５．　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値を高めることであり、以下のとおり取り組

んでおります。

①企業を取り巻く環境変化のスピードが速まり、企業間の競争が激化するなかでの経営意思決定の迅速化を第一に

考えております。

②経営監視機能の強化と経営透明性の向上に努めております。

③取締役権限と経営責任を明確にしております。

④役員・従業員の法令遵守等コンプライアンス体制の充実及び強化を図っております。

⑤迅速かつ公平・公正な情報開示体制を確立しております。

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①当社の取締役会は月１回の開催を原則とし、経営上の重要事項の審議、決定を行っております。提出日現在におい

て、社内取締役は６名で構成されており、社外取締役は選任しておりません。又、必要に応じて臨時取締役会を開催

し、経営環境の急速な変化にも対応できる体制を採っております。

　当会議には、常勤監査役の他、社外監査役も同席し、取締役の意思決定・業務執行に関し、公正・客観的立場から監

査を実施し、監視機能を果たしております。

②当社は監査役制度を採用し、取締役会・監査役会の改革を実行し、コンプライアンス体制・危機管理体制の強化

に努めております。

　又、監査役３名中社外監査役は２名であり、夫々税理士事務所、法律事務所のオーナーを兼務しており、経営監視機

能の強化に対するアドバイスを受けております。

　なお、社外監査役である今井健雄氏及び石井義人氏は夫々当社の顧問税理士、顧問弁護士として取引があります

が、税理士報酬、弁護士報酬につきましては、一般的な報酬額を基礎として支払っております。当社と社外監査役と

の間には人的関係、資本的関係又はその他の利害関係はありません。

③平成18年４月より、代表取締役社長直属の内部監査室（専任１名を配置）を設け、監査役会並びに会計監査人と

の連携を図りつつ、業務の標準化・効率化を推進しております。又、内部監査室が中心となって、企業活動における

コンプライアンス体制を確保するため、社内規程整備及び教育・啓蒙活動を行っております。

④顧問契約を締結している顧問弁護士より、又会計監査人である監査法人トーマツからもコーポレート・ガバナン

ス体制の充実について必要に応じて適宜アドバイスを受けております。

　なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、丹治茂雄氏及び多田滋和氏であり、会計監査業務に係る補助

者は、公認会計士２名、会計士補等５名であります。

(3)役員報酬及び監査報酬

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査報酬は以下のとおりであります。

①役員報酬

取締役に支払った報酬 25,680千円

監査役に支払った報酬 14,160

計 39,840千円

　上記のほか、使用人兼務役員の使用人給与相当額（賞与含む）11,324千円を支給しております。
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②監査報酬

　
公認会計士法第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬
26,800千円 　

　 上記以外の業務に基づく報酬 800　 　

　 計 27,600千円　 　

(4)内部監査室及び監査役と会計監査人の連携状況

　内部監査室及び監査役と会計監査人の連携状況は以下のとおりであります。

①経営上の重要事項の発生の都度、会計監査人と対応策等について適宜協議し、方向性を検討しております。

②会計監査人より、監査計画、監査結果などの監査状況に関する報告を、定期的且つ必要に応じて受けております。

　なお、内部監査室と監査役の連携状況につきましては、期初に設定した年次監査計画に基づき監査を行い、監査結

果を定期的に情報交換し、情報を共有することとしております。

    (5)責任限定契約の内容の概要

        当社と各社外監査役及び会計監査人トーマツは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外監査役は2,000千円又は法令が定める額のいずれか高い額、会計監

査人は30,000千円又は法令が定める額のいずれか高い額としております。

　  (6) 取締役の定数

　      当社の取締役は、10名以内とする旨を定款に定めております。

　  (7) 取締役選任の決議要件

　      当社の取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、又、取締役の選任決議は累積投票によらない旨を定

款に定めております。

　  (8) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　      ①自己株式の取得

　      当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締

役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得できる旨を定款で定めております。

　      ②中間配当

　      当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載され

た株主又は登録株式質権者に対し、中間配当として剰余金の配当を行うことができる旨を定款で定めております。

これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　  (9) 株主総会の特別決議要件

　      当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定款に別段の定めがある場合を除き、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

EDINET提出書類

横浜鋼業株式会社(E02788)

有価証券報告書

19/61



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）まで連結子会社でありました株式会社ハ

マコーコーポレイションは平成20年３月11日に清算が結了し、子会社がなくなりましたので、当連結会計年度（平

成19年４月１日から平成20年３月31日まで）より連結財務諸表は作成しておりません。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務

諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　    

Ⅰ　流動資産 　    

１．現金及び預金 　  68,883  

２．受取手形及び売掛金
※１
※３

 1,393,299  

３．商品 ※１  577,917  

４．未収入金 　  32,258  

５．その他 　  17,091  

６．貸倒引当金 　  △6,659  

流動資産合計 　  2,082,790 26.4

Ⅱ　固定資産 　    

(1）有形固定資産 　    

１．建物及び構築物 ※１ 2,885,042   

減価償却累計額 　 1,602,596 1,282,446  

２．機械装置 　 341,829   

減価償却累計額 　 309,265 32,563  

３．土地 ※１  4,395,569  

４．その他 　 60,353   

減価償却累計額 　 31,070 29,283  

有形固定資産合計 　  5,739,861 72.9

(2）無形固定資産 　  2,600 0.0

(3）投資その他の資産 　    

１．投資有価証券 　  4,196  

２．破産債権等 　  800  

３．その他 　  118,482  

４．貸倒引当金 　  △71,975  

投資その他の資産合計 　  51,503 0.7

固定資産合計 　  5,793,965 73.6

資産合計 　  7,876,756 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　    

Ⅰ　流動負債 　    

１．支払手形及び買掛金
※１
※３

 1,912,899  

２．短期借入金 ※１  1,857,000  

３．一年内返済予定の長期借入金 ※１  356,040  

４．未払法人税等 　  5,019  

５．賞与引当金 　  7,750  

６．その他 　  87,097  

流動負債合計 　  4,225,806 53.6

Ⅱ　固定負債 　    

１．長期借入金 ※１  1,897,260  

２．退職給付引当金 　  4,425  

３．その他 　  9,000  

固定負債合計 　  1,910,685 24.3

負債合計 　  6,136,491 77.9

　 　    

（純資産の部） 　    

Ⅰ　株主資本 　    

１．資本金 　　　  1,439,340 18.2

２．資本剰余金 　  360,000 4.6

３．利益剰余金 　  △56,763 △0.7

４．自己株式   △2,312 △0.0

株主資本合計 　  1,740,264 22.1

純資産合計 　  1,740,264 22.1

負債・純資産合計 　  7,876,756 100.0

　 　    

EDINET提出書類

横浜鋼業株式会社(E02788)

有価証券報告書

22/61



②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  10,271,759 100.0

Ⅱ　売上原価 　  9,205,874 89.6

売上総利益 　  1,065,885 10.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　    

１．運賃 　 399,290   

２．倉庫関連物流費用 　 116,222   

３．役員報酬 　 34,714   

４．給料手当 　 106,740   

５．賞与引当金繰入額 　 7,750   

６．退職給付費用 　 9,140   

７．租税公課 　 38,070   

８．減価償却費 　 85,904   

９．その他 　 113,205 911,037 8.9

営業利益 　  154,847 1.5

Ⅳ　営業外収益 　    

１．受取利息 　 714   

２．受取配当金 　 321   

３．受取賃貸料 　 6,201   

４．仕入割引 　 15,960   

５．その他 　 1,219 24,418 0.2

Ⅴ　営業外費用 　    

１．支払利息 　 102,493   

２．手形売却損 　 34,946   

３．その他 　 6,702 144,142 1.4

経常利益 　  35,122 0.3

Ⅵ　特別利益 　    

１．貸倒引当金戻入益 　 15,075 15,075 0.1

Ⅶ　特別損失 　    

１．固定資産除却損 ※ 809   

２．取引先和解金 　 5,680 6,489 0.0

税金等調整前当期純利益 　  43,708 0.4

法人税、住民税及び事業税 　  1,900 0.0

当期純利益 　  41,808 0.4
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
株主資本

 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 1,439,340 360,000 △98,571 △2,182 1,698,585 1,698,585

連結会計年度中の変動額       

当期純利益   41,808  41,808 41,808

自己株式の取得    △129 △129 △129

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

      

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 41,808 △129 41,679 41,679

平成19年３月31日　残高（千円） 1,439,340 360,000 △56,763 △2,312 1,740,264 1,740,264

④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

税金等調整前当期純利益 　 43,708

減価償却費 　 85,904

貸倒引当金の減少額 　 △15,075

退職給付引当金の減少額 　 △1,819

賞与引当金の減少額 　 △5,300

受取利息及び受取配当金 　 △1,036

仕入割引 　 △15,960

支払利息 　 102,493

手形売却損 　 34,946

有形固定資産除却損 　 809

売上債権の増加額 　 △13,441

たな卸資産の増加額 　 △222,415

仕入債務の減少額 　 △22,278

その他 　 44,325

小計 　 14,861

利息及び配当金の受取額 　 1,036

仕入割引の受取額 　 15,960

利息の支払額 　 △137,035

法人税等の支払額 　 △1,900

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △107,076
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　  

有形固定資産の取得による支出 　 △5,805

その他 　 2,620

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △3,184

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

短期借入金の純増加額 　 93,000

長期借入れによる収入 　 250,000

長期借入金の返済による支出 　 △347,700

自己株式の取得による支出 　 △129

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △4,829

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 　 △115,091

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 173,974

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 58,883
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 子会社は、連結子会社である㈱ハマコーコーポレイション１

社であります。

２．持分法の適用に関する事項 持分法を適用すべき関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 連結子会社の決算日は３月31日であります。

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　商品

…移動平均法による原価法

　 ②　有価証券

その他有価証券

・時価のないもの

…移動平均法による原価法

　 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

…定率法

ただし、堺スチールセンターの建物、構築物につ

いては、定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物

６年～50年

機械装置

11年～12年

　 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　 ②　賞与引当金

従業員の賞与の支払に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

　 ③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計

基準に規定されている簡便法に基づき、当連結会計年

度末における在籍従業員の自己都合要支給額及び年

金受給者の責任準備金（退職給付債務）より年金資

産を控除した金額を計上しております。

　 (4）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　 (5）その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

EDINET提出書類

横浜鋼業株式会社(E02788)

有価証券報告書

26/61



　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する

事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価

法を採用しております。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

 

 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を

行っております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資

金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現

金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっ

ております。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は1,740,264千円　であります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結財務諸表は、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　「手形売却損」については、前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、当連結会

計年度から区分掲記することとしました。

　なお、前連結会計年度における「手形売却損」の金額は、30,291千円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりで

あります。

(1）担保提供資産

受取手形 35,874千円

商品  577,917

建物  764,575

土地  4,382,569

合計 5,760,936千円

(2）上記に対応する債務

買掛金 577,917千円

短期借入金  1,532,874

１年内返済予定の長期借入金  296,040

長期借入金  1,817,260

合計 4,224,092千円

　２．偶発債務

受取手形割引高 1,922,704千円

※３．連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年

度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額

は次のとおりであります。

受取手形 3,628千円

支払手形 109,976千円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※固定資産除却損は次のとおりであります。

建物及び構築物 809千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,776,000 － － 4,776,000

合計 4,776,000 － － 4,776,000

自己株式     

普通株式（注） 10,600 768 － 11,368

合計 10,600 768 － 11,368

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加768株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　　　　　   該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

    該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 68,883千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金  △10,000

現金及び現金同等物 58,883千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 5,700 2,470 3,230

その他 6,960 3,700 3,260

合計 12,660 6,170 6,490

ファイナンス・リース取引にかかる取得価額相当額の算定方法

は、未経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、利子込み法によっております。

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,532千円

１年超 3,958

合計 6,490千円

ファイナンス・リース取引にかかる未経過リース料期末残高相

当額の算定方法は、未経過リース料残高の有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、利子込み法によっております。

(3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2,532千円

減価償却費相当額 2,532千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。

（有価証券関係）

時価評価されていない主な有価証券の内容

種類

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 4,196

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

　　　　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、適格退職年金制度及び大阪鉄商厚生年金基金制度に加

入しております。当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針（中間報告）（会計制度委員会報告第13号（平

成11年９月14日））33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金拠出割合に

基づく期末の年金資産残高は151,602千円であります。又、従業員の退職等に際し割増退職金を支払う場合があり

ます。

２．退職給付債務及びその内訳

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）

イ．退職給付債務（千円） △38,819

ロ．年金資産残高（千円） 34,393

ハ．退職給付引当金（千円） △4,425

３．退職給付費用の内訳

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

イ．勤務費用（千円） 2,219

ロ．厚生年金基金掛金等（千円） 6,920

ハ．退職給付費用（千円） 9,140

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　 （単位：千円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 296,885

減損損失 792,420

貸倒引当金 23,249

その他 12,909

繰延税金資産合計 1,125,464

評価性引当額 △1,125,464

繰延税金資産の純額 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主要な項目別の内訳

　繰延税金資産については、全額、評価性引当額を計上しておりま

す。なお、当連結会計年度の法人税、住民税及び事業税は、住民税の

均等割りであります。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループは、「鋼材関連事業」を営んでおり、単一セグメントであるため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
 至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 365円25銭

１株当たり当期純利益 8円77銭

潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の記載は省略しております。

　（注）　算定上の基礎

　　１．１株当たり純資産額

　 前連結会計年度

純資産の部の合計額（千円） 1,740,264

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） －

普通株式に係る期末の純資産額

（千円）
1,740,264

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株

式の数（株）
4,764,632

　　２．１株当たり当期純利益

　 前連結会計年度

当期純利益（千円） 41,808

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 41,808

期中平均株式数（株） 4,765,136

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  68,869   927,317  

２．受取手形
※１
※３

 339,867   709,327  

３．売掛金 　  1,053,431   1,027,951  

４．商品 ※１  577,917   304,750  

５．前払費用 　  17,091   19,036  

６．未収入金 　  32,258   26,248  

７．貸倒引当金 　  △6,659   △6,898  

流動資産合計 　  2,082,776 26.4  3,007,734 54.4

Ⅱ　固定資産 　       

(1）有形固定資産 　       

１．建物 ※１ 1,692,596   1,599,655   

減価償却累計額 　 924,682 767,913  974,960 624,695  

２．構築物 　 1,192,445   893,295   

減価償却累計額 　 677,913 514,532  706,295 187,000  

３．機械及び装置 　 341,829   341,829   

減価償却累計額 　 309,265 32,563  314,964 26,864  

４．工具器具及び備品 　 60,353   36,670   

減価償却累計額 　 31,070 29,283  32,774 3,896  

５．土地 ※１  4,395,569   1,656,940  

有形固定資産合計 　  5,739,861 72.9  2,499,396 45.3

(2）無形固定資産 　       

ソフトウェア 　  2,600   4,168  

無形固定資産合計 　  2,600 0.0  4,168 0.1
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産 　       

１．投資有価証券 　  4,196   4,196  

２．出資金 　  10   10  

３．関係会社長期貸付金 　  307,500   －  

４．従業員長期貸付金 　  4,530   30  

５．破産更生債権等 　  800   422  

６．長期前払費用 　  532   480  

７．会員権等 　  60,000   60,000  

８．その他 　  34,616   19,578  

９．貸倒引当金 　  △360,508   △71,468  

投資その他の資産合計 　  51,677 0.7  13,248 0.2

固定資産合計 　  5,794,138 73.6  2,516,813 45.6

資産合計 　  7,876,915 100.0  5,524,547 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 ※３  365,904   334,248  

２．買掛金
※１
※４

 1,546,995   1,035,540  

３．短期借入金 ※１  1,857,000   －  

４．１年内返済予定の長期
借入金

※１  356,040   1,201,370  

５．未払金 　  80,523   125,133  

６．未払費用 　  4,871   5,043  

７．未払法人税等 　  5,019   6,603  

８．預り金 　  261   2,876  

９．賞与引当金 　  7,750   15,600  

10．その他 　  1,496   773  

流動負債合計 　  4,225,862 53.6  2,727,188 49.4
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※１  1,897,260   1,803,869  

２．退職給付引当金 　  4,425   9,608  

３．長期預り金 　  9,000   10,031  

４．長期未払金 　  －   9,860  

固定負債合計 　  1,910,685 24.3  1,833,370 33.2

負債合計 　  6,136,548 77.9  4,560,559 82.6

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,439,340 18.2  1,797,440 32.5

２．資本剰余金 　       

　　資本準備金 　 360,000   718,100   

資本剰余金合計 　  360,000 4.6  718,100 13.0

３．利益剰余金 　       

　　その他利益剰余金 　       

　繰越利益剰余金 　 △56,660   △1,535,304   

利益剰余金合計 　  △56,660 △0.7  △1,535,304 △27.8

４．自己株式 　  △2,312 △0.0  △16,246 △0.3

株主資本合計 　  1,740,367 22.1  963,988 17.4

純資産合計 　  1,740,367 22.1  963,988 17.4

負債・純資産合計 　  7,876,915 100.0  5,524,547 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  10,271,759 100.0  10,614,973 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．期首商品たな卸高 　 355,501   577,917   

２．当期商品仕入高 　 9,428,289   9,065,966   

合計 　 9,783,791   9,643,883   

３．期末商品たな卸高 　 577,917   304,750   

差引計 　 9,205,874 9,205,874 89.6 9,339,133 9,339,133 88.0

売上総利益 　  1,065,885 10.4  1,275,840 12.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．運賃 　 399,290   379,258   

２．倉庫関連物流費用 　 116,222   112,749   

３．役員報酬 　 34,714   39,840   

４．給料手当 　 106,740   112,381   

５．賞与引当金繰入額 　 7,750   15,600   

６．退職給付費用 　 9,140   15,595   

７．福利厚生費 　 15,153   17,354   

８．租税公課 　 37,999   43,484   

９．賃借料 　 5,699   5,929   

10．減価償却費 　 85,904   86,984   

11．修繕維持費 　 10,837   14,300   

12．その他 　 81,437 910,888 8.9 100,983 944,463 8.9

営業利益 　  154,996 1.5  331,376 3.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 714   522   

２．受取配当金 　 321   321   

３．受取賃貸料 　 6,201   6,244   

４．仕入割引 　 15,960   22,652   

５．その他 　 1,219 24,418 0.2 2,388 32,130 0.3
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 102,493   116,162   

２．手形売却損 　 34,946   38,582   

３．その他 　 6,687 144,127 1.4 8,139 162,885 1.5

経常利益 　  35,286 0.3  200,622 1.9

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 15,075   498   

２．債務免除益 ※３　 － 15,075 0.1 1,619,000 1,619,498 15.3

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※２ －   21,744   

２．固定資産除却損 ※１ 809   －   

３．減損損失 ※４ －   3,132,969   

４．事業再生費用 ※５ －   137,085   

５．子会社整理損 　 －   5,066   

６．取引先和解金 　 5,680 6,489 0.0 － 3,296,865 31.1

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△）

　  43,872 0.4  △1,476,744 △13.9

法人税、住民税及び事業
税

　  1,900 0.0  1,900 0.0

当期純利益又は当期純
損失（△）

　  41,972 0.4  △1,478,644 △13.9
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利

益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰

余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,439,340 360,000 360,000 △98,632 △98,632 △2,182 1,698,524 1,698,524

事業年度中の変動額         

当期純利益    41,972 41,972  41,972 41,972

自己株式の取得      △129 △129 △129

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － 41,972 41,972 △129 41,843 41,843

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,439,340 360,000 360,000 △56,660 △56,660 △2,312 1,740,367 1,740,367

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利

益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰

余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,439,340 360,000 360,000 △56,660 △56,660 △2,312 1,740,367 1,740,367

事業年度中の変動額         

新株の発行 358,100 358,100 358,100    716,200 716,200

当期純利益    △1,478,644 △1,478,644  △1,478,644 △1,478,644

自己株式の取得      △13,934 △13,934 △13,934

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

358,100 358,100 358,100 △1,478,644 △1,478,644 △13,934 △776,379 △776,379

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,797,440 718,100 718,100 △1,535,304 △1,535,304 △16,246 963,988 963,988
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　
当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

税引前当期純損失（△） 　 △1,476,744

減価償却費 　 86,984

減損損失 　 3,132,969

債務免除益 　 △1,619,000

有形固定資産売却損 　 21,744

事業再生費用 　 137,085

貸倒引当金の減少額 　 △288,801

退職給付引当金の増加額 　 5,182

賞与引当金の増加額 　 7,850

受取利息及び受取配当金 　 △844

仕入割引 　 △22,652

支払利息 　 116,162

手形売却損 　 38,582

売上債権の増加額 　 △343,601

たな卸資産の減少額 　 273,166

仕入債務の増加額 　 42,888

その他 　 73,633

小計 　 184,604

利息及び配当金の受取額 　 844

仕入割引の受取額 　 22,652

利息の支払額 　 △156,568

事業再生費用 　 △133,049

法人税等の支払額 　 △1,900

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △83,415
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当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　  

定期預金の払戻による収入 　 10,000

無形固定資産の取得による支出 　 △2,400

有形固定資産の取得による支出 　 △214

有形固定資産の売却による収入 　 2,152

長期貸付金返済よる収入 　 312,120

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 321,658

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

短期借入金の純減少額 　 △824,000

長期借入れによる収入 　 3,005,239

長期借入金の返済による支出 　 △2,253,300

株式の発行による収入 　 716,200

自己株式の取得による支出 　 △13,934

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 630,205

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 　 868,447

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 58,869

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 927,317

　 　  

（注）連結子会社の清算結了により子会社がなくなり連結財務諸表を作成しなくなったため、当期より

キャッシュフロー計算書を作成しています。なお、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書

は、連結財務諸表に記載しております。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式

──────

　 その他有価証券

時価のないもの

…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法  同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

…定率法

ただし、堺スチールセンターの建

物、構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　６年～50年

構築物　　　　　　６年～50年

機械及び装置　　　11年～12年

工具器具及び備品　３年～20年

　

(1）有形固定資産

同左

   （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。当該変更が

営業利益、経常利益及び税引前当期純

損失に与える影響は、いずれも軽微で

あります。

　 (2）無形固定資産

…定額法

なお自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

　

　 (3）長期前払費用

 …定額法

(3）長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）賞与引当金

従業員の賞与の支払に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

(2）賞与引当金

同左

　 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職

給付に係る会計基準に規定されてい

る簡便法に基づき、当期末における在

籍従業員の自己都合要支給額及び年

金受給者の責任準備金（退職給付債

務）より年金資産を控除した金額を

計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び中小企

業退職金共済制度により支給される

金額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上してお

ります。

   （追加情報）

従来加入しておりました適格退職年

金制度を、平成20年３月17日をもっ

て、中小企業退職金共済制度に全額移

行しております。

　これに伴い、従来の適格退職年金制

度に基づく年金資産は、中小企業退職

金共済制度に引渡ししております。　

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

────── キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金から

なっております。

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は1,740,367千円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

──────

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は次のとおりであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は次のとおりであります。

(1）担保提供資産 (1）担保提供資産

受取手形 35,874千円

商品  577,917

建物  764,575

土地  4,382,569

合計 5,760,936千円

建物    624,096千円

土地           1,656,569

合計
      2,280,665

千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

買掛金 577,917千円

短期借入金  1,532,874

１年内返済予定の長期借入金  296,040

長期借入金  1,817,260

合計 4,224,092千円

１年内返済予定の長期借入金  1,120,670千円

長期借入金 1,667,900

合計 2,788,570千円

２．偶発債務

受取手形割引高

　

 1,922,704千円

２．偶発債務

受取手形割引高

　

 1,699,839千円

※３．期末日満期手形 　３．　　　　　　　────── 

　　期末日満期手形の会計処理については、当期の末日

は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。期末日満期手

形の金額は次のとおりであります。

 

受取手形 3,628千円

支払手形 109,976千円
 

４．　　　　　　　────── 　 ※４．関係会社に対する資産及び負債

　買掛金

　

　87,894千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．固定資産除却損は次のとおりであります。

建物及び構築物 809千円

　１．　　　　　　　──────

　２．　　　　　　────── ※２．固定資産売却損は次のとおりであります。

工具器具及び備品 21,744千円　

　３．　　　　　　──────

　

※３．債務免除益　

　私的整理に関するガイドラインに基づき債務免

除を受けました。

　４．　　　　　　────── ※４．減損損失　

　時価の下落が著しい本社、堺スチールセンター及

び保養所等の固定資産等について減損損失を計上

しました。当該固定資産等の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。その内訳は下記のとおり

であります。

　なお、当該固定資産等の回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、本社及び堺スチール

センターの建物、構築物及び土地については不動

産鑑定評価額により評価しております。

本社（大阪市西区） 　　

　建物 3,053千円

　土地 594,000　

堺スチールセンター（堺市西区）

　

　建物 87,338　

　構築物 299,150　

　土地 2,132,000　

保養所等（三重県津市他） 　

　建物 2,550　

　土地 12,628　

　その他 2,249　

　　合計 3,132,969千円　

　５．　　　　　　──────

　

※５．事業再生費用

　私的整理に関するガイドラインに伴うものであ

ります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注） 10,600 768 － 11,368

合計 10,600 768 － 11,368

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加768株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,776,000 14,324,000 － 19,100,000

合計 4,776,000 14,324,000 － 19,100,000

自己株式     

普通株式（注） 11,368 141,034 － 152,402

合計 11,368 141,034 － 152,402

 （注）１．普通株式の発行済株式の総数の増加14,324,000株は、第三者割当増資により、小野建株式会社に新株式発行を

実施したことによる増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加141,034株は、当社子会社の株式会社ハマコーコーポレイションの清算に

伴う残余財産の分配としての株式取得（140,000株）及び単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　　　　　  該当事項はありません。

３．配当に関する事項

 　　　　　　  該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　前連結会計年度の「連結キャッシュ・フロー計算書関係」については、連結財務諸表の注記事項として記載しており

ます。

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係

現金及び預金勘定    927,317千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金  　     －

現金及び現金同等物    927,317千円
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（リース取引関係）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

    リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

　 　

(1）リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

車両運搬具 5,700 2,470 3,230

工具器具及
び備品

6,960 3,700 3,260

合計 12,660 6,170 6,490

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

車両運搬具 5,700 3,610 2,090

工具器具及
び備品

6,960 5,092 1,868

合計 12,660 8,702 3,958

　 ファイナンス・リース取引にかかる取得

価額相当額の算定方法は、未経過リース料

期末残高の有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、利子込み法によっ

ております。

同左

(2）未経過リース料期末残

高相当額

１年内 2,532千円

１年超 3,958

合計 6,490千円

１年内      2,532千円

１年超 1,426

合計      3,958千円

　 ファイナンス・リース取引にかかる未経

過リース料期末残高相当額の算定方法は、

未経過リース料残高の有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、利子込

み法によっております。

同左

(3）支払リース料及び減価

償却費相当額

　 　

支払リース料 2,532千円      2,532千円

減価償却費相当額 2,532千円      2,532千円

(4）減価償却費相当額の算

定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

同左
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（有価証券関係）

　前連結会計年度に係わる「有価証券関係」（子会社株式で時価のあるものを除く）については、連結財務諸表の

注記事項として記載しております。

前事業年度（平成19年３月31日）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年３月31日）

　時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 4,196

（デリバティブ取引関係）

　　　　前連結会計年度に係わる「デリバティブ取引関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載しており

ます。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度に係わる「退職給付関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。

１．採用している退職給付制度の概要

　退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、中小企業退職金共済制度及び大阪鉄商厚生年金基金制

度に加入しております。

　なお、要拠出額退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

　　　(1)制度全体の積立状況に関する事項

　 （平成19年３月31日現在）

イ．年金資産の額（百万円） 58,562

ロ．年金財政計算上の給付債務の額（百万円） 60,355

ハ．差引額（百万円） △1,793

　　　(2)制度全体に占める当社の掛金拠出割合（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

0.25％

　　　(3)補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（基本10,009百万円、評価損償却1,119百万

円）及び別途積立金9,335百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間17年（評価損償却11

年）の元金均等償却であります。

  なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

２．退職給付債務に関する事項（平成20年３月31日現在）

　退職給付引当金は、簡便法により、退職金規程に基づく期末自己都合要支給額より中小企業退職金共済制度から

支給される額を控除した額を計上しております。

３．退職給付費用の内訳

　
当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

イ．勤務費用（千円） 8,332

ロ．厚生年金基金掛金等（千円） 7,262

ハ．退職給付費用（千円） 15,595

　　（追加情報）

当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号平成19年５月15

日）を適用しております。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳

　 （単位：千円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 180,148

減損損失 792,360

関係会社株式 35,663

貸倒引当金 140,394

その他 12,909

繰延税金資産合計 1,161,475

評価性引当額 △1,161,475

繰延税金資産の純額 －

　 （単位：千円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,709,845

貸倒引当金 28,940

その他 20,365

繰延税金資産合計 1,759,150

評価性引当額 △1,759,150

繰延税金資産の純額 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　繰延税金資産については、全額、評価性引当額を計

上しております。なお、当事業年度の法人税、住民税

及び事業税は、住民税の均等割りであります。

２．　　　　　　　　　　同左

　

【関連当事者との取引】

　　　　前連結会計年度に係わる「関連当事者との取引」については、連結財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。

　　　　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の

名称
住所

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の内

容又は職

業

議決権の所

有又は被所

有割合

（％）

関係内容
取引の

内容　

取引

金額　
科目　

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上の

関係

親会社　
小野建㈱

　

大分県

大分市　
3,358

鋼材の

卸売業

（被所有）

直接75.7　
兼任１名　

鋼材商品

の販売・

仕入　

－ 　－ 買掛金
87,894

　

（注）１．平成20年３月31日付で小野建㈱が、新たに親会社に該当する会社となりました。小野建㈱との期末残高は、平成

20年３月31日の期末残高を記載しております。

２．上記金額のうち、期末残高には消費税等が含まれております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 365円27銭

１株当たり当期純利益 8円81銭

１株当たり純資産額    50円88銭

１株当たり当期純損失 308 円37銭

潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の記載は省略しております。

同左

　（注）　算定上の基礎

 　１．１株当たり純資産額

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 1,740,367 963,988

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額

（千円）
1,740,367 963,988

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数（株）
4,764,632 18,947,598

 　２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
41,972 △1,478,644

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は普通株

式に係る当期純損失（△）（千円）
41,972 △1,478,644

期中平均株式数（株） 4,765,136 4,794,995

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券

新関西製鐵㈱ 45,930 2,296

光洋商事㈱ 28,000 1,400

㈱境川運輸商会 1,000 500

計 74,930 4,196

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 1,692,596 －
92,941

(92,941)
1,599,655 974,960 50,277 624,695

構築物 1,192,445 －
299,150

　(299,150)
893,295 706,295 28,382 187,000

機械及び装置 341,829 － － 341,829 314,964 5,698 26,864

工具器具及び備品 60,353 214 23,896 36,670 32,774 1,704 3,896

土地 4,395,569 －
2,738,628

(2,738,628)
1,656,940 － － 1,656,940

有形固定資産計 7,682,794 214
3,154,616

(3,130,719)
4,528,391 2,028,994 86,062 2,499,396

無形固定資産        

ソフトウェア 2,760 2,400 － 5,160 992 832 4,168

投資その他の資産        

長期前払費用 472 －
292

(292)　
180 180 90 －

　（注）１．長期前払費用は償却対象分のみ記載しているため、貸借対照表に計上されている金額とは一致しておりませ

ん。

　　　　２．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【社債明細表】

　　　　　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,857,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 356,040 1,201,370 2.0 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,897,260 1,803,869 1.9 平成21年～23年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 4,110,300 3,005,239 － －

　（注）１．平均利率は、当期末における借入金の利率を加重平均して算出しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 224,900 345,600 1,233,369 －

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 367,167 7,098 288,733 7,166 78,366

賞与引当金 7,750 15,600 7,750 － 15,600

　（注）　貸倒引当金の当期減少額の「その他」のうち498千円は回収による取崩額、6,668千円は一般債権の貸倒実績率に

基づく洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 917

預金  

当座預金 210,200

普通預金 716,200

小計 926,400

合計 927,317

２）受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

西岡金属㈱ 97,229

㈱ヤシマナダ 63,643

大栄鋼業㈱ 52,323

門真鋼材㈱ 38,859

㈱和歌山上野長兵衛商店 31,847

その他 425,423

合計 709,327

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月 23,162

５月 77,414

６月 169,219

７月 396,503

８月 43,026

合計 709,327

３）売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

富士鋼材㈱ 107,118

栄鋼機工㈱ 49,967

酒本産業㈱ 41,497

小野建㈱ 40,704

㈱松岡鋼材 37,316

その他 751,346

合計 1,027,951
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(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

1,053,431 11,145,721 11,171,201 1,027,951 91.6 34.2

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

４）商品

品目 金額（千円）

形鋼 109,555

棒鋼 97,966

加工製品 67,551

鋼板 29,677

合計 304,750

②　負債の部

１）支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

中山通商㈱ 35,422

山大興業㈱ 33,783

共栄鋼材㈱ 29,497

㈲八尾シャーリング工業所 23,191

小川運送㈱ 22,294

その他 190,058

合計 334,248

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月 84,817

５月 67,596

６月 97,237

７月 84,596

合計 334,248

２）買掛金

相手先 金額（千円）

伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 877,833

小野建㈱　 87,894
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相手先 金額（千円）

兼松トレーディング㈱ 13,429

西岡金属㈱ 8,372

笹原鋼業㈱ 5,342

その他 42,668

合計 1,035,540

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 10,000株券　1,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月３０日、３月３１日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額に100円を加算した金額

株券喪失登録手数料 請求１件につき10,000円　株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り・売渡し （注）

取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。

やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済

新聞に掲載する方法により行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.yokohamakogyo.co.jp/ 

株主に対する特典 なし

（注）　当社の定款に、単元未満株主は、次の権利以外の権利を行使することができない旨を定めております。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（２）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（３）募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

（４）前条に規定する単元未満株式の買増しを請求することができる権利 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、小野建株式会社であります。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第61期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日近畿財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年９月４日近畿財務局長に提出。

　事業年度（第61期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。

(3）半期報告書

　（第62期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月18日近畿財務局長に提出。

(4）臨時報告書

　平成20年1月７日近畿財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

(5）臨時報告書

　平成20年1月７日近畿財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

(6）半期報告書の訂正報告書

　平成20年２月７日近畿財務局長に提出。

　（第60期中）（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

(7）有価証券報告書の訂正報告書

　平成20年２月７日近畿財務局長に提出。

　事業年度（第61期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。

(8）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類

　平成20年２月15日近畿財務局長に提出。

(9）臨時報告書の訂正報告書

　平成20年３月11日近畿財務局長に提出。

　平成20年１月７日提出の臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に係る訂正報告書であり

ます。

(10）有価証券届出書の訂正届出書

　平成20年３月11日近畿財務局長に提出。

　平成20年２月15日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(11）有価証券届出書の訂正届出書

　平成20年３月26日近畿財務局長に提出。

　平成20年２月15日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(12）臨時報告書の訂正報告書

　平成20年３月26日近畿財務局長に提出。

　平成20年１月７日提出の臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に係る訂正報告書であり

ます。

(13）臨時報告書

　平成20年３月26日近畿財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表者の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

(14）臨時報告書

　平成20年３月31日近畿財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（主要株主並びに親会社の異動）の規定に基づ

く臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

   平成19年６月28日

横浜鋼業株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 丹治　茂雄　　　印

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 多田　滋和　　　印

 　  　 　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横浜鋼

業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、横浜鋼

業株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

   平成19年６月28日

横浜鋼業株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 丹治　茂雄　　　印

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 多田　滋和　　　印

 　  　 　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横浜鋼

業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、横浜鋼業株

式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

   平成20年６月27日

横浜鋼業株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 丹治　茂雄　　　印

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 多田　滋和　　　印

 　  　 　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる横浜鋼業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、横浜鋼業株

式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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